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宮崎県 



【資産の部】 【負債の部】
公共資産 47,726,297 固定負債 10,712,763

　地方債 8,638,089
　退職手当引当金 2,074,674

投資等 6,221,201 　その他 0
　投資及び出資金 597,077
　基金等 5,479,726
　その他 144,398 流動負債 1,107,410

1,036,369
　賞与引当金 71,041

流動資産 3,629,463 　その他 0
　現金・預金 3,616,283
　（うち歳計現金） 184,436 負債合計 11,820,173

　未収金 13,180 【純資産の部】
　純資産合計 45,756,788

資産　合計 57,576,961 57,576,961負債+純資産　合計

借方 貸方

単位：（千円）

　翌年度償還予定地方債

美郷町 

   

   

 貸借対照表は、会計年度末（基準日）時点で、美郷町がどのような

資産を保有しているのか（資産保有状況）と、その資産がどのような

財源でまかなわれているのか（財源調達状況）を対象表示した財務諸

表です。現金の収支に注目するこれまでの決算書では表示することが

できなかった、美郷町の財産や負債など、これまでの資産形成の結果

を知ることができます。 

  「資産」とは、「将来の資金流入をもたらすもの」や「将来の行政

サービス提供能力を有するもの」を言います。「負債」とは、将来、

債権者に対する支払や返済により、資金流出をもたらすものであり、

地方債がそれにあたります。「純資産」とは、資産と負債の差額であ

り、これまでの一般財源または国県補助金などを充当して整備したも

のです。借方の資産合計額と、貸方の負債・純資産合計額の左右が一

致することから「バランスシート」とも呼ばれます。 

 美郷町においては、平成27年度末現在において、575億7696万円の資

産を保有し、その財源については、負債118億2017万円（資産のうち負

債割合は20.5％）と純資産457億5679万円（資産のうち純資産割合は

79.5％）で構成されています。 

宮崎県 
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区分 金額

経常費用 7,716,733

1,699,365

3,534,791

2,400,288

82,289

経常収益 308,487

　使用料・手数料 75,254

　分担金・負担金・寄附金 233,233

純経常行政コスト 7,408,246

46,509,699

△ 7,408,246

6,980,224

△ 322,170

△ 2,719

0

45,756,788

単位：（千円）

当年度末の残高

前年度末の残高

 　その他

 　臨時損益

　 経常的な収入

 　純経常行政コスト

単位：（千円）

　 資産の変動

　その他のコスト

　移転支出的なコスト

　物にかかるコスト

　人にかかるコスト

   

 行政コスト計算書とは、1年間の行政活

動のうち、資産形成に結びつかない経常

的な行政活動にかかる経費（経常的な費

用）と、その行政活動と直接対価性のあ

る使用料・手数料などの収益（経常的な

収益）を対比させた財務書類です。 

   

 純資産変動計算書においては、行政

コスト計算書で算出された純経常行政

コストが純資産の減少要因として計上

され、それに対して、地方税、交付税

等の一般財源および国県支出金などの

特定財源が純資産の増加要因として計

上されることなどにより、1年間の純

資産総額の変動が示されます。 

 純資産変動計算書は、貸借対照表の

純資産が、一年間でどのように変動し

たかを表す財務書類です。 

 美郷町の経常費用は、77億1673万円で、経常収益は3億849万円なので、これ

らの差引である純経常行政コストは、74億825万円となります。 

 美郷町においては、期首純資産残高が465億970万円であったものが、純経常

行政コストが△74億825万円発生しています。収入（財源）として一般財源の

受入れ57億8567万円および補助金などの受入れ11億9456万円などが計上され、

期末の結果として純資産残高が457億5679万円となったことがわかります。ま

た、この期末純資産残高が貸借対照表の純資産合計と一致します。 

※用語解説 

①人にかかるコスト   

 人にかかるコストには人件費や退職給与引当金繰入金等が 

 該当し、職員等にかかる費用を表します。 

②物にかかるコスト   

 物にかかるコスト には物件費や維持補修費が該当し、 

 町が最終消費者となっている費用を表します。 

③移転支出的なコスト 

 移転支出的なコストには扶助費や補助費等が該当し、 

 町から他の主体(国や県、民間等)に移転することにより 

 効果が現れる費用を表します。 

④その他のコスト 

 上記で分類したコストに当てはまらない費用を表します。 
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区分 金額

5,036,453

7,050,329

2,013,876

1,376,724

992,941

△ 383,783

2,059,547

437,268

△ 1,622,279

0
7,814

176,622
184,436

【貸借対照表】 【行政コスト計算書】

【資金収支計算書】 【純資産変動計算書】

純経常行政コスト

経常収益

経常行政コスト

期末純資産残高

純経常行政コスト

期首純資産残高

純資産

負債資産

期末歳計現金残高

期首歳計現金残高

歳計現金増減額

純資産残高
歳計現金

翌年度繰上充用金増減額

期首歳計現金残高
当年度歳計現金増減額

期末歳計現金残高

３．投資・財務的収支の部

　地方債償還、基金積立

　公共資産等売却等

　投資・財務的収支額

２．公共資産整備収支の部

　公共資産整備等の支出

　地方債発行、国県補助金等

　公共資産整備収支額

単位：（千円）

　人件費、物件費、社会保障給付等

　地方税、地方交付税等

　経常的収支額

１．経常的収支の部

   

 資金収支計算書は、民間企業会計に

おけるキャッシュフロー計算書にあた

り、資金（歳計現金）の出入りの情報

を、活動の性質により分類して表示す

る財務諸表です。つまり、貸借対照表

の現金が１年間でどのように変化した

のかを表しています。「経常的収支の

部」、「公共資産整備収支の部」、

「投資・財務的収支の部」に分類する

ことで、どの活動で資金を調達し、ど

の活動で資金を使用しているのかを見

ることができます。 

 美郷町においては、経常的収支額20

億1388万円、公共資産整備収支額△3

億8378万円、投資・財務的収支額△16

億2228万円であり、経常的収支の部で

生じた収支余剰（黒字）で公共資産整

備収支の部と投資・財務的収支の部の

収支不足（赤字）を補てん（穴埋め）

している関係になっています。 

 この結果、当年度資金増減額は△781万円となり、これを期首資金残高1億

7662万円と合算することにより、期末歳計現金残高は1億8444万円となります。

この金額は貸借対照表の流動資産である歳計現金の金額と一致します。 

   

 同じ色の線でつながれている部分は、それぞれが一致する部分です。 

－ 

＝

＋

 
＝

－ 

＝

には人件費や退職給与引当金繰入金等が 

 

上記で分類したコストに当てはまらない費用を表します。 
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979万円 
美郷町 

   

 貸借対照表における資産の数値を、わかりやすく

するため、住民一人あたりの数値に置きなおしてみ

ました。美郷町の資産について比較していきます。 

住民一人あたり資産額＝資産総額÷総人口 

964 

979 

955

960

965

970

975

980

985

平成26年度 平成27年度 

 住民一人が保有する全財産（資

産）は、平成27年度末において

は、979万円となっています。こ

の全財産には、現に使用している

住宅や土地、将来的に資金化でき

る定期預金や株券、必要に応じて

 経年比較のグラフを見てみる

と、資産は増加していますが、こ

れは基金等の増加などによるもの

   

 貸借対照表上に計上された有形固定資産の行政目的別残高とその割合を見るこ

とにより、公共資産形成の重点分野を把握することができます。 

生活インフ

ラ・国土保

全, 34.8% 

教育, 13.5% 

福祉, 0.8% 環境衛生, 
1.5% 

産業振興, 
43.0% 

消防, 1.2% 総務, 5.2%  美郷町は「産業振興」の割合

が42.9％と高く、次いで「生活

インフラ・国土保全」の割合が

34.8％と高くなっています。 

 このことから、道路や公園、学

校等の教育施設の整備に重点が置

かれてきたことがわかります。 

（単位：万円） 

総人口は、 

 平成26年度 6,012人 

 平成27年度 5,882人 
【3月31日時点の住民基本台帳データより】 
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6.7年 
美郷町 

 歳入総額に対する資産の比率を算定することによ

り、形成されたストックである資産が何年分の歳入

に相当するかを見ることができ、社会資本の整備の

度合いを示す指標と言えます。 

歳入額対資産比率＝資産合計÷歳入総額 

6.4 

6.7 

6.25

6.3

6.35

6.4

6.45

6.5

6.55

6.6

6.65

6.7

6.75

平成26年度 平成27年度 

   

56.9% 
美郷町 

 有形固定資産のうち、建物などの償却資産の取得

価額に治する減価償却累計額の割合を計算すること

により、建物などを整備してから平均してどの程度

年数が経過しているかを確認することができます。 

資産老朽化比率＝ 

減価償却累計額÷（有形固定資産合計－土地＋減価償却累計額）

 資産老朽化比率の平均的な値は

35％～50％の間の比率となりま

す。美郷町の比率は56.9％であ

り、平均より老朽化が進んでいる

と言えます。経年比較のグラフを

見ると、徐々に老朽化しているこ

とがわかります。 

54 

56.9 

48

49

50

51

52

53

54

55

56

57

58

平成26年度 平成27年度 

 歳入額対資産比率の平均的な値

は、3.0～7.0の間となります。平

成27年度の美郷町の比率は6.7年

と、平均的な値の水準です。値が

大きければ大きいほど資産整備が

進んでいると考えられます。 

（単位：年） 

（単位：％） 
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 現世代負担比率：95.9％ 

美郷町 
 貸借対照表の公共資産合計は、住民へサービスを

提供するために保有している資産ですが、この資産

がこれまでの世代（現世代）でまかなってきたの

か、あるいはこれからの世代（将来世代）が、まか

なうべきなのかの割合を見たものです。 

現世代負担比率   ＝純資産合計÷公共資産合計 

将来世代負担比率＝地方債残高÷公共資産合計 

 平成27年度の美郷町は、現世代

負担割合は95.9％、将来世代負担

割合が20.3％となります。平均的

な数値は現世代負担が50％～

90％、将来世代が15％～40％と言

われていますので、美郷町の世代

間負担比率は平均的な水準であ

り、経年比較のグラフから、将来

世代への負担が負担が増加してい

ることがわかります。 

現世代負担比率 
95.2% 

現世代負担比率 
95.9% 

将来世代負担比

率 19.9% 

将来世代負担比

率 20.3% 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

140.0%

平成26年度 平成27年度 

 将来世代負担比率：20.3％ 

 

  

   

201万円 
美郷町 

 貸借対照表における負債の数値を、わかりやすくする

ため、住民一人あたりの数値に置きなおしました。 

住民一人あたりの負債額＝負債合計÷総人口 

 住民一人あたりでみると201万

円の負債は、地方債などの借入に

あたるものと言えます。経年比較

のグラフから、増加傾向にありま

す。ただし、交付税措置対象金額

190 

201 

184

186

188

190

192

194

196

198

200

202

平成26年度 平成27年度 

 

す。

（単位：万円） 

（単位：％） 

総人口は、 

 平成26年度 6,012人 

 平成27年度 5,882人 
【3月31日時点の住民基本台帳データより】 
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111.4% 
美郷町 

 行政コスト計算書における純経常行政コストに対

する一般財源比率をみることによって、当年度に行

われた行政サービスのコストから受益者負担分を除

いた純経常行政コストのうち、どれだけ当年度の負

担でまかなわれたかを表します。 

行政コスト対税収等比率＝ 

純経常行政コスト÷（一般財源＋補助金等受入） 

   

   

4.0% 
美郷町 

 行政コスト計算書における経常収益は、いわゆる

受益者負担の金額であるため、経常収益の行政コス

トに対する割合を算定することにより、受益者負担

割合を算定することができます。 

受益者負担比率＝経常収益÷経常行政コスト×100 

 平均的な数値は2％～8％と言われています。美郷町は、4％と平均的である言えま

す。 

 比率が100％を下回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこ

とが考えられます。比率が100％を上回っている場合は、翌年度以降へ引き継ぐ負

担が増加したことを表しています。美郷町では、100％を上回っていることから、

負担が増加したということがわかります。 
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土木費 衛生費 

教育費 消防費 

民生費 総務費 

産業振興費 議会費 

道路や河川な

どの改良維持

管理などの経

費 

保健衛生関

係、ごみ処理

などの環境衛

生関係の経費 

学校教育関係

などの経費 

高齢者、障害者、児

童福祉など住民福祉

の増進にかかる経費 

農業振興や観

光振興などの

経費 

救急活動や消

防のための経

費 

全般的な管理

経費や地域振

興などの経費 

議会の運営に

要する経費 

   

 

務諸表を作成することで、地方公共団体の全体の姿がわかることになります。

 

デルに基づいて作成しています。
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 地方公共団体は、普通会計で実施している事業の他にも、公営事業会計などの特別会

計を設けて行政サービスを行っています。また、他の地方公共団体と一部事務組合を設

置して特定の事業を行ったり、地方公共団体が自ら出資した団体と連携して行政サービ

スを行うこともあります。そのため、普通会計の財務諸表を作成するだけでは、地方公

共団体の財務状況の全体を把握することはできません。 

 そこで、地方公共団体の普通会計、公営事業会計と合わせて関係団体等も連結した財

務諸表を作成することで、地方公共団体の全体の姿がわかることになります。 

 美郷町でも、この連結財務諸表の作成に継続して取り組んでおり、総務省方式改訂モ

デルに基づいて作成しています。 

   

美郷町全体 
普通会計 

病院事業 

簡易水道事業 

農業集落排水事業 

国民健康保険事業（事業勘定） 

国民健康保険事業（直診勘定） 

介護保険事業（保険事業勘定） 

後期高齢者医療事業（市町村） 

  

  

特別会計 

宮崎県市町村総合事務組合 

宮崎県自治会館管理組合 

北部広域行政事務組合 

後期高齢者医療事業（広域連合） 

日向東臼杵南部広域連合 

入郷地区衛生組合 

㈱レイクランド西郷 

㈱南郷温泉 

  

関係団体 

  

  

  

   
 連結することでわかる特徴的な部分について紹介します。 

0 100 200 300 400 500

総務 

消防 

産業振興 

環境衛生 

福祉 

教育 

生活インフ

ラ 

普通会計 

連結後 

 貸借対照表に計上された有形固

定資産を住民一人あたりで見ると

行政目的別割合はグラフのように

なります。普通会計のみでは、

「環境衛生」の割合が低いです

が、連結することによって、増加

しています。産業振興分野におい

ても連結することで大きくなって

住民一人あたりで有形固定資産を見ると…  （単位：万円） 

総人口は、 

 平成26年度 6,012人 

 平成27年度 5,882人 
【3月31日時点の住民基本台帳データより】 

10ページ


